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諮 問 の 概 要 

（法人土地基本調査（基幹統計調査）の変更及び法人土地基本統計（基幹統計）の指定の変更につい

て） 

 

Ⅰ  法人土地基本調査（基幹統計調査）の変更 

１ 調査の目的等 

法人土地基本調査は、土地基本法（平成元年法律第84号）第17条の規定に基づき、法人の土地

の所有及び利用状況等に関する実態を全国及び地域別に明らかにし、総合的な土地政策のために

必要な基礎資料を得ることを目的として実施されている。 

本調査は、平成５年に統計報告の徴集として実施されて以来、５年周期で実施され、平成10

年調査から指定統計第121号を作成するための調査として、平成21年４月に統計法（平成19年法

律第53号）が全面施行された後には、同法第２条第４項第３号に規定される基幹統計を作成する

ための基幹統計調査と位置付けられている。平成25年調査は第５回目の実施となり、基幹統計調

査としては初めて実施されるものである。 

 

 ２ 諮問の趣旨 

我が国の土地政策は、土地基本法制定時の「地価抑制」政策から、近年の「土地の有効活用」、

「不動産市場の活性化」等、土地及び建物を一体の不動産として捉え、その活用を推進する政策

へと転換してきている。 

加えて、今般、国土交通省は、「低・未利用地対策」等の法人が所有する土地の有効活用を図

る政策と「不動産投資市場整備」等の法人の土地取引の円滑化を図る政策の連携を図り、総合的

な不動産政策の企画立案機能の向上を図りたいとしている。 

現在、法人を対象に、総合的な土地政策のために必要な基礎資料を得ることを目的とする法人

を対象とした統計調査として、本調査の他に、土地と一体的に利用される建物の現況（ストック）

について把握することを目的とする「法人建物調査」（国土交通省が実施する一般統計調査。法

人土地基本調査の附帯調査として実施。）及び土地の取得・売却の状況（フロー）を把握するこ

とを目的とする「企業の土地取得状況等に関する調査」（国土交通省が実施する一般統計調査）

がある。 

しかし、これらの３調査は、調査結果の連携を考慮した調査設計がなされていないため、土地
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と建物の一体的な利用実態を正確に把握できない、地域別の土地取引の動向が把握できない等と

いった支障が生じている。 

このため、国土交通省は、近年の土地政策の転換に的確に対応するための基礎資料を得ること

を目的として、「法人土地基本調査」と「法人建物調査」及び「企業の土地取得状況等に関する

調査」を統合し、法人が所有する土地及び建物の所有、利用状況等を一体的かつ網羅的に把握す

ることができるようにするとともに、地域別の土地取引の動向（フロー）も合わせて把握するこ

とにより、我が国の法人の土地及び建物の所有、利用状況等を総合的に把握することを目的とし

た「法人土地・建物基本調査」（仮称）を実施することにより、土地政策への利活用の向上を図

ることとしている。 

一方、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成21年３月31日閣議決定。以下「基本計

画」という。）においても、ストックの把握に関して、「密接な関係を有する法人土地基本調査

と法人建物調査とを統合し、企業の不動産（土地及び建物）ストックを把握する基幹統計とする

ことを検討する」こととされている。 

以上を踏まえ、土地政策に関して実施している上記の３調査を統合し、後記Ⅱのとおり、基幹

統計調査である「法人土地基本調査」の名称を「法人土地・建物基本調査」（仮称）に変更する

とともに、法人が所有する土地及び建物の所有、利用状況等の実態を一体的かつ網羅的に把握す

るため、「２ 主な変更内容」に記載のとおり、当該３調査を統合した上で「法人土地基本調査」

の調査計画を変更することについて統計委員会に諮問するものである。 

なお、上記の変更に伴い、「法人建物調査」は廃止するとともに、「企業の土地取得状況等に

関する調査」については、平成24年調査をもって中止することを予定している。 

 

３ 主な変更内容 

(1) 調査事項の変更等 

 ① 調査事項の変更 

土地及び建物の資産額推計（注）の精度向上、用途地域別の容積率の把握等による地方

公共団体における調査結果の利活用の促進等を図るため、土地及び建物の所在地を「大

字・丁目」までの把握から「番地・号」までの把握に変更する。 

なお、法人が所有する土地及び建物がいずれも自己所有の場合、報告者の記入負担の

軽減の観点から、建物の所在地欄に土地の所在地の通し番号のみを報告者に記入させる

方法に変更する。 
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       （注）土地の資産額については、法人土地基本調査の結果から得られた「宅地など」、「林地」、「農地」等の種類別に、各法

人が所有する各々の土地区画の面積に公示地価等を基にした地価（単位面積当たりの単価）を乗ずることによって推計し、

建物の資産額については、建物の構造（非木造・木造等）別に、各法人が所有する各々の建物の延床面積に、構造、階数、

公示地価等を基にした建築単価（単位延床面積当たりの建築価格）を乗じることによって推計している。 

② 調査事項の追加  

 土地及び建物の所有、利用状況等を網羅的に把握するため、以下の事項を追加する。 

（ⅰ）「宅地など」の棚卸資産に該当する土地の所有及び利用状況 

（ⅱ）将来的に貸し付ける予定で保有している建物の所有状況 

（ⅲ）土地の取得・売却に係る地域別の面積、帳簿価格、売買区画数 

 (2) 調査方法の変更 

調査票の回収等の業務は、資本金１億円以上の会社法人については国が、資本金１億円

未満の会社法人については都道府県がそれぞれ担当していたが、都道府県の調査事務の軽

減を図るため、資本金１億円未満の会社法人に係る調査票の回収等の業務についても国に

移行する。 

      (3) 標本設計の一部変更 

標本設計において、会社以外の法人については、法人格の種類別（社会福祉法人、学校

法人、医療法人等）に抽出率を定めているが、調査結果の精度の向上を図るため、会社以

外の法人のうち、前回調査において他の法人と比べて標準誤差率が大きかった医療法人の

抽出率を変更する。 

    (4) 調査の実施時期の変更 

       報告者の記入負担の軽減を図るため、報告者が、土地及び建物の所在地、面積を調査票

に記入する際の参考書類の一つである固定資産税の課税明細書の交付期間を考慮して、調

査の報告を求める期間を「９月中旬から10月下旬」から「７月上旬から９月中旬」に変更

する。 

 

Ⅱ  法人土地基本統計（基幹統計）の指定の変更（名称及び目的の変更） 

前記Ⅰのとおり、法人土地基本調査については、法人が所有する土地及び建物の所有、利用状

況等を一体的かつ網羅的に把握するものとしたことに伴い、現在の基幹統計である「法人土地基

本統計」の目的に、法人の建物の所有及び利用状況等に関する実態を明らかにすることを追加す

るとともに、「法人土地基本統計」の名称を「法人土地・建物基本統計」（仮称）に変更する。 



法人土地基本調査は、法人の土地の所有及び利用の状況等に関する実態を全国及び地域別に明らかにすることにより、
総合的な土地政策のために必要な基礎資料を得ることを目的として実施している。
法人土地基本調査は、土地に関する施策を推進するための土地情報の総合的・統計的な整備の必要性を受け、平成５

年に第１回目を実施し、以降５年ごとに実施しており、平成20年に第４回調査を実施した。
なお、土地の有効利用の観点から、土地と一体的に利用される建物の現況についても土地と関連付けて把握するため、

平成10年より法人土地基本調査の附帯調査として法人建物調査を実施している。

調査の目的及び沿革

国及び地方公共団体以外の法人で、本邦に本所、本社又は本店を有するもののうち、資本金１億円以上の全ての会社
と、資本金１億円未満の会社及び会社以外の法人のうち、国土交通大臣が定める方法により選定した法人の約49万法人

調査の対象

平成２０年法人土地基本調査（概要）

調査の流れ（郵送調査）

調
査
法
人

都
道
府
県

国
土
交
通
省

資本金１億円以上の会社法人及び国が担当する会社以外の法人

調査票の発送は国から直接行う

資本金１億円未満の会社法人及び

会社以外の法人

※提出は郵送又はオンラインにより行う

統計法（昭和22年法律第18号）に基づく指定統計調査

調査の根拠法令

平成20年1月1日現在で実施した。調査票発送は平成20年９月、期日は同年10月

調査の時期

調査事項

【法人に係る基本的事項】
・法人の名称
・法人の本所・本社・本店の所在地
・組織形態
・資本金、出資金又は基金の額
・業種
・常用雇用者数
・支所・支社・支店の数

【土地の所有状況、利用現況】
・所有する土地の有無
・ うち本所・本社・本店の敷地所有状況
・所在地（棚卸資産以外（宅地など））
・土地の所有形態
・土地の所有面積
・土地の取得時期
・土地の貸付の有無
・土地の利用現況
・所在地（農地・林地、棚卸資産（宅地など））
・土地面積の合計

４
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従来の３調査及び統合後の「法人土地・建物基本調査」（仮称）の概要 
－目的、調査方法、標本設計等－ 

 
区分 法人土地基本調査 法人建物調査（法人土地基本調査の附帯調査） 企業の土地取得状況等に関する調査 法人土地・建物基本調査（仮称） 
基幹・一般別 基幹統計調査 一般統計調査 一般統計調査 基幹統計調査 

目的 法人の土地の所有及び利用の状況等に関する実

態を全国及び地域別に明らかにすることにより、

総合的な土地政策のために必要な基礎資料を得る

ことを目的とする。 

法人土地基本調査の附帯調査として法人の建物

の現況に関する事項を調査し、土地と建物を一体

として把握することにより、土地政策の推進に資

するための基礎資料を得ることを目的とする。 

法人による土地の保有、取得、売却等の状況を

把握することにより、今後の土地政策のための基

礎資料を得ることを目的とする。 

法人の土地及び建物の所有及び利用の状況等に関する

実態を全国及び地域別に明らかにすることにより、総合

的な土地政策のために必要な基礎資料を得ることを目的

とする。 
調査開始年 平成５年 平成 10 年 昭和 48 年 平成 25 年 
周期 ５年 ５年（法人土地基本調査の附帯調査） 毎年 ５年 
調査対象 
（客体数） 

国及び地方公共団体以外の法人で、本邦に本所、

本社又は本店を有するもののうち、資本金 1 億円

以上の全ての会社と、資本金 1 億円未満の会社及

び会社以外の法人のうち、国土交通大臣が定める

方法により選定した法人（約 49 万法人）。 

（同左） 国及び地方公共団体以外の法人で、本邦に本所、

本社又は本店を有するもののうち、資本金が 1 億

円以上の会社法人（約３万法人） 

国及び地方公共団体以外の法人で、本邦に本所、本社

又は本店を有するもののうち、資本金 1 億円以上の全て

の会社と、資本金 1 億円未満の会社及び会社以外の法人

のうち、国土交通大臣が定める方法により選定した法人

（約 49 万法人）。  
標本設計 ①  会社法人：業種及び資本金規模別に層別抽出 （同左）  ① 会社法人：業種及び資本金規模別に層別抽出 

（資本金１億円以上の会社法人については全数調

査） 
資本金 1 億円以上の会社法人について全数調査 （資本金１億円以上の会社法人については全数調査） 

②  会社以外の法人：法人格の種類別（社会福祉

法人、学校法人、医療法人等）に抽出 
（抽出率） 
0.2(医療法人のみ） 

 ②  会社以外の法人：法人格の種類別（社会福祉法人、

学校法人、医療法人等）に抽出 
（抽出率） 
0.5(医療法人) 

 0.5(社会福祉法人、宗教法人) 0.5(社会福祉法人、宗教法人) 
1.0(学校法人、その他の法人) 1.0(学校法人、その他の法人（うち NPO法人等は 0.5））

③  大土地所有法人：１法人当たり 100 万㎡以

上の大土地所有法人については全数調査 
③ 大土地所有法人：１法人当たり 100 万㎡以上の大土

地所有法人については全数調査 
調査方法 （国土交通省） 

① 調査票の発送（約 49 万法人） 
② 調査票の回収等：資本金 1億円以上の会社法人

（約３万法人）及び会社以外の法人〔大規模法

人等〕（約 0.5 万法人） 
（合計約 3.5 万法人） 

（同左） （国土交通省） 
調査票の発送、回収等 

（国土交通省） 
① 調査票の発送（約 49 万法人） 
② 調査票の回収等：資本金に関係なく全ての会社法人

（約 33.5 万法人）及び会社以外の法人〔大規模法人

等〕（約 0.5 万法人） 
（合計約 34 万法人） 

 （都道府県） 
① 調査票の回収等：資本金１億円未満の会社法人

（約 30.5 万法人）及び会社以外の法人〔大規

模法人等以外〕（約 15 万法人） 
（合計約 45.5 万法人） 

  （都道府県） 
① 調査票の回収等：会社以外の法人〔大規模法人等以外〕

（約 15 万法人） 

報告を求める

期間 
９月中旬から 10 月下旬 （同左） 11 月上旬から 12 月上旬 ７月上旬から９月中旬 
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従来の３調査及び統合後の「法人土地・建物基本調査」（仮称）の概要 
－調査事項－ 

区分 法人土地基本調査 法人建物調査（法人土地基本調査の附帯調査） 企業の土地取得状況等に関する調査 法人土地・建物基本調査（仮称） 
基幹・一般別 基幹統計調査 一般統計調査 一般統計調査 基幹統計調査 

フェイス事項 名称、所在地、組織形態、資本金、常用雇用者数、

業種、本所・本社・本店の所在地、支所・支社・

支店の数等 

名称 名称、所在地、組織形態、資本金、常用雇用者数、

業種、支所・支社・支店の数等 

名称、所在地、組織形態、資本金、常用雇用者数、業種、

本所・本社・本店の所在地、支所・支社・支店の数等 

調査事項 【調査票Ａ】  
① 所有する土地の有無  
 

  【調査票Ａ】  
土地  
①  所有する土地の有無  

（棚卸資産以外） 

② 宅地などの土地の所有及び利用状況 
所在地（丁目、大字）、面積、取得時期、貸付

の有無、土地の利用現況  
③ 農地、林地の所有状況 
  所在地（市区町村名）、面積  

（棚卸資産以外） 

②  宅地などの土地の所有及び利用状況  
  所在地（大字、丁目、番地、号）、面積、取得時期、

貸付の有無、土地の利用現況、信託受益権か否か等  

③  農地、林地の所有状況  
所在地（市区町村名）、面積  

（棚卸資産） 

④ 宅地などの土地の所有状況 

所在地（市区町村名）、面積 

⑤ 農地、林地の所有状況  
  所在地（市区町村名）、面積  

（棚卸資産） 

④  宅地などの土地の所有及び利用状況  
  所在地（市区町村、大字、丁目、番地、号）、面積、

取得時期、貸付の有無、土地の利用現況、信託受益権

か否か等   
⑤  農地、林地の所有状況 
   所在地（市区町村名）、面積  

【調査票Ｂ】  
特殊な用途の土地の所在地（都道府県名）、用途、

件数、面積 

⑥  特殊な用途の土地の所在地（都道府県名）、用途、

件数、面積 

 【建物調査票】  
①  所有する建物の有無 
②  工場敷地以外にある建物の所有及び利用状

況（ただし、棚卸資産に該当する土地にある建

物は除く。）  

建物  
①  所有する建物の有無 
②   工場敷地以外にある建物の所有及び利用状況（ただ

し、棚卸資産に該当する土地にある建物は除く。）  

・ 延べ床面積 200 ㎡未満 
棟数 

・ 延べ床面積 200 ㎡未満 
棟数、合計床面積 

・ 延べ床面積 200 ㎡以上 
 
所在地（大字、丁目）、延べ床面積、構造、

建築時期、敷地の権原（所有（単独、共有）、

借地（普通、定期）、証券化等）、利用状況、貸

付等（貸付の有無、貸付面積）等 
 

・  延べ床面積 200 ㎡以上（敷地が所有地の場合と借

地の場合に分けて調査） 
所在地（大字、丁目、番地、号）、延べ床面積、構

造、建築時期、敷地の権原（所有（単独、共有）、借

地（普通、定期））、利用状況、貸付等（貸付目的で

の所有の有無及び床面積、貸付面積）、信託受益権か

否か等 

※敷地が所有地の場合、所在地には土地調査の通し番号を転記

することで、所在地記入を省略 

  
 
 
 
 



８ 
 

  ③ 工場敷地にある建物の所有及び利用状況  
 
所在地（大字、丁目まで）、延べ床面積、構造、

建築時期、敷地の権原（所有（単独、共有）、借

地（普通、定期）、証券化等）、有形固定資産額

等 

③  工場敷地にある建物の所有及び利用状況（敷地が所

有地の場合と借地の場合に分けて調査） 
  所在地（大字、丁目、番地、号）、延べ床面積、構造、

建築時期、敷地の権原（所有（単独、共有）、借地（普

通、定期））、信託受益権か否か、有形固定資産額等 
※敷地が所有地の場合、所在地には土地調査の通し番号を転記する

ことで、所在地記入を省略 

 【調査票】  
① 取得・売却の状況  
  事業用資産、棚卸資産別の面積、帳簿価格、

売買区画数－全体のみ把握  

【調査票Ｂ】  
①  取得・売却の状況  
  棚卸資産以外、棚卸資産別の面積、帳簿価格、売買

区画数－全体及び都道府県別に把握  

 ② 土地の所有状況  
  事業用資産、棚卸資産別の面積、帳簿価格、

売買区画数－都道府県別に把握 

（削除） 

 




